
事 務 連 絡  

平成22年6月25日  

都 道 府 県  

指 定 都 市  

児童相談所設置市  

児童福祉主管部（局） 御中  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

虐待防止対策室  

「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）の改正について   

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律（平成21年法律第83号）が本年7月  

】＿7日に施行されることに伴い、今般、「臓器の移植に関する法律」の運ノ三馴こ関する指針  

（ガイドライン）が改正され、それに伴い、「臓器の移j■捌こ関する法律」の運ノ捌こ関する  

指針（ガイドライン）におⅠナる虐待を受けた児童への対応等に関する事項に係る留意事項  

について」が別添のとおり、平成22年6月25日付腱臓儲0625第2引こより、厚生労働  

省健康局疾病対策裸臓器移植対策室長より各都道府県、指定都市及び中核市の衛生主管部  

（局）艮あて通知されました。   

当該通知においては、臓器礎供施設の患者である児童について、虐待が行われた疑いが  

あるかどうかを一柳捌こ確認できるよう、日頃から児童相談所等の関係機関と連携を図ると  

ともに、地方自治体等が実施する児童虐待防止対策に係る研修に職員が積極的に参加する  

等により、児童虐待への対応に当たる者の賢質の向上に努めることとされています。   

当室としても、医療機関である臓器提供施設が児童相談所等と連携し、また、当該施設  

に所属する職員が児童虐待防＿りこに関する研修の受講等によりその知見を増やすことは児童  

虐待防止対策として有用であると考えますので、臓器提供施設等の医療機関が参加可能な  

児童虐待防止対策に関する研修等の実施にご配慮いただくとともに、当該研修の実施につ  

いて、爵衛生主管部（局）も通じて周知する等により、臓器提供施設等の職員が研修等へ  

参加しやすくなるよう努めていただきますようお願いいたします。   

つきましては、管内市町村並びに関係機関等への周知についてご配慮をお願いします。  
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●（別添）  

健勝発0625第2号  
平成22年6月25日・  

衛生主管部（局）長 殿  

厚生労働省健康局疾病対策課  

臓器移植対策室  

（印影印刷）  

■ 「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）に  

おける虐待を受けた児童へわ対応等に関する事項に係る留意事項  

について   

今般、平成22年6月25日付け健発0625第2号厚生労働省健康局  

長通知にて「臓器の移植に関する準律」の運用に関する指針（ガイドライ  

ン）ぁー部が改正されたところですが、改正後のダイドラインの第5（虐  

待を受けた児童への対応等に関する事項）に係る留意事項は、下記のとお  

りです。   

つ．きましては、貴管内市町村、関係機関及び関係団体等に対する周知に  

ついて御配慮をお顔いします。  

なお、下記4の内容については、厚生労働省雇用吻等・児童家庭局総務  

課虐待防止対策室と協議済みであ・ることを申し添えます。  

記  

1．ガイドライン第5の1（・2）に規定する「児童虐得の対応に潤するマ   

ニュアル」（以下「虐待対応マニュアル」という。）とは、臓器提供施設   

において、臓器提供に関係するか否かに関わらず、当該施設の患者であ   

る児童について虐待が行われた疑いがあるか・どうかを確認し、及びその   

疑いがあると判断した際の対応lごっいて、手順等を示すもゅであること。  

2．児童からの臓器提供を行う施設において虐待対応マニュアルを整備す   

るに当たっては、以下に例示するような関係学会、・行政機関等において  
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作成された指針等を参碍するもの・とし、当該マニュアル中に二参照した  

指針等を明記すること。  

・「脳死下臓器提供者か・ら被虐待児を除外するマニュアル」   

（平成21年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究  

写業）「ノJ、児の脳死判定及び臓器提革等に関する鱒査研究」）   

・「子ども虐待診療手引き．」（日本小児科学会）  

3．ガイドライン第5の3（3）に規定する「捜査機関との連携」につい   

ては、関係省庁とも協議の上で、別途通知（「臓器移植と．検視その他の   

犯罪捜査に関する手続との関係等について」（平成9年10月8日付け   

健医疾発第20号厚生省保健医療局エイズ疾病対策課長通知））が発出   

されているところであり、当該通知の記の第2の4を参照すること。  

4．臓器提供施設は、当該施設の患者でちる児童について虐待が行われた   

疑い‘があるかどうかの確認を的確に行うことがセきるよう、日頃から児   

萄相談所等地域の関係機関と連携を由るとともに、地方自治体等が実施   

する■児童虐待防止に資するための研修に積極的に参加すること筆によ   

り、児童虐待への対応に当たる職員の資質の向上に努めること。  
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「臓器の移植に関する法律」の運用に関する指針（ガイドライン）（抜粋）  

平成 9年10月 8日 制 定  

平成10年 6月26日一部改正  

平成11年 9月20日一部改正  

平成11年11月19日一部改正  

平成14年 7月31日一部改正  

平成19年 7月12日一部改正  

平成22年 1月17日一一部改正  

平成22年 7月17日一部改正  

第5 虐待を受けた児童への対応等に関する事項   

臓器の移植に関する法律の一部を改正する法律（平成21年法律第83号）附則第5   

項においては、虐待を受けた兎壷が死′亡した場合に当該児童から臓器が提供されること   

のないよう、移植医療に係る業務に従事する者がその業務に係る児童について虐待が行   

われた疑いがあるかどうかを確認しこその疑いがある場合に適切に対応する必要がある   

旨規定さ・れていること。   

このため、月鱒死・心臓死の区別にかかわらず、児童（18歳末偶の者をいう。以下同   

じ。）からの臓器提供については、以下のとおりとし、虐待が行われた疑いがある児童が   

死亡した場合には∴臓器の摘出は行わないこと。  

1児童からの臓器提供を行う施設に必要な体制  

次のいずれも満たしていること。   

（1）虐待防止委員会等の虐待を受けた児童への対応のために必要な院内体制が整備さ  

れていること。   

（2）児童虐待の対応に関するマニュアル等が整備されていること。なお、当該マニュ  

アルは、新たな知見の集積により更新される必要があること。   

2 虐待が行われた疑いの有無の確認について  

（1）児童の診療に従事する者は、臓器の提供に至る可能性があるか否かにかかわらず、  

可能な限り虐待の徴候の有無を確認するよう努めること。また、その徴候が確認さ  

れた場合には、児童からの臓器提供を行う施設においては、当該施設の患者である  

児童について、虐待対応のための院内体制の下で、虐待が行われた疑いがあるかど  

うかを確認すること。   

（2）この結果、当該児童について虐待が行われた疑いがあると判断した場合には、児  

童からの臓器提供を行う施設は、児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律  

第82号）第6粂第1項の規定により児単相談所等へ通告するとともに、甘察署へ  

連絡するなど関係機関と連携し、院内体制の下で当該児童への虐待対応を継続する  

こと。   

（3）なお、その後、医学的理由にょり当該児壷について虐待が行われたとの疑いが否  

定された場合についても’、その旨を関係機関に連絡した上で、当該児童への虐待対  
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応の継続の要否について検討すること。  

3 臓署提供を行う場合の対応  

（1）主治医等が家族に対し、臓器提供の機会があること等を告げようとする場合には、   

事前に、虐待防止委員会の委員等とそれまでの診療経過等に関して情報共有を図り、   

必要に応じて助言を得ること。  

（2）児童から臓器の摘出を行う場合には、施設内の倫理委員会等の委員会において、  

2及び3（1）の手続を経ていることを確認し、その可否について判断すること。  

（3）なお、施設内の倫理委員会等の委員会で、児童について虐待が行われた疑いがな  

く当該児童から臓器の摘出を行うことが可能であると判断した場合であっても、刑   

事訴訟法（昭和23年法律第131号）第229条第1項の検視その他の犯罪捜査  

に関する手続が行われる場合には、捜査機関との連携を十分に図ること。  
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